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バンコク産業情報センター 

菅谷 健生 
 

タイ自動車産業情報アップデート（2026 年 7 月末時点） 

一般調査報告書 
 
 

2026 年上半期の自動車関連統計データが出そろいました。2024 年の自動車ローン厳格化に端を発した低

下傾向は歯止めがかからず、2025 年も前年比微減で 2 年連続 150 万台割れとなったのが、これまでの状況で

した。各種統計情報から、2026 年上期のタイ自動車産業の動きについて整理したいと思います。 
  
１ 自動車生産台数 

 2026 年上半期の自動車生産台数は、第一四半期は前年同月比で微増で推移。回復の兆しが見られるかと思

われましたが、第二四半期に入り前年同月比でマイナスが続き、結局、上期累計生産台数では、前年同期比で

微減という結果となりました（図１・図 2）。 

 この要因は２月末以降急激に悪化した中東情勢にあることは明らかです。4 月には中東向け輸出はわずか 993

台に落ち込み、前年比 91.7％減という極めて大きな減少となったことも報じられ、５月には生産台数も前年同月

比 73.3％と大幅に落ち込み、回復基調に歯止めが掛かることとなってしまいました（図３）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 タイの自動車生産台数の推移（出所：タイ工業連盟の公表データを基に作成） 
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図 2 タイの自動車生産台数の推移（累計）（出所：タイ工業連盟の公表データを基に作成） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ タイの自動車輸出生産台数の推移（出所：タイ工業連盟の公表データを基に作成） 
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なお、タイ工業連盟による自動車生産台数の公表データは、乗用車、ピックアップトラック、PPV といった、

セグメント別で整理されています。この車種別データを 2025 年上期と 2026 年上期で比較すると（表１）、４月

以降には全体的に前年度比減となり、タイの輸出品目における主力であるピックアップトラックでもその傾向

が顕著となっています。 

（単位：台） 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1 タイのセグメント別自動車生産台数の前年同月との差（2026 年 1 月～6 月） 
（出所：タイ工業連盟の公表データを基に作成） 

 

２．自動車販売台数（登録台数） 

 次にタイにおける国内の自動車販売台数を確認していきましょう。 

今回は、タイ運輸省陸運局が公表している「登録台数」を参照データとしました。実際には車両登録は販売後とな

るため、若干のタイムラグがありますが、こちらのデータではメーカー別の台数も示しているため、各社のシェアを

把握するうえで、分かりやすい指標となります（なお、タイ工業連盟も「販売台数」を発表していますが、こちらはセ

グメント別台数は示しているものの、メーカー別では示されていないため、本稿ではタイ運輸省陸運局発表の「登

録台数」を参照したいと思います）。 

  図４に示すとおり、上期通じて登録台数は前年同月を上回っており、タイ国内市場の低迷は底を打った印象で

す。一方でメーカー別シェアをみると、そこからは 2025 年に引き続き、2026 年上期でも日系メーカー全体のシェ

アが落ちており、ついに６割を割るという厳しい結果になりました（図５）。直近のタイ国内市場の動向のおさらいに

なりますが、2025 年末で EV 優遇策「EV3.0」は期限を迎え、2026 年以降の「EV3.5」では補助金が最大 15 万

バーツから 5 万バーツと、大幅に縮小するため 2025 年末、いわば駆け込み需要により、BEV の販売台数が急

伸。2026 年に入ればその反動が起こり、ICE・HV・ＰＨＶ回帰への動きがあるのではと期待する向きもありました

が、その矢先に中東危機が勃発。これを背景に BEV は息を吹き返し、3 月末から 4 月初めに掛けて開催された

バンコク国際モーターショーのメーカー別予約台数結果からも、依然としてＢＥＶを主力とする中国勢の勢いは衰

えていない様相かと見られていましたが、今回の陸運局発表で実際のデータでも、それが裏付けられる形となっ

てしまいました。陸運局のデータでは各種 EV の登録台数も公表されていますが、そこでも、BEV の需要は２月

に一旦落ち込んだものの、３月以降再び力強く回復していることが示されています（図６）。 
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図４ タの自動車販売台数の推移（累計）（出所：タイ運輸省陸運局の公表データを基に作成） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５ タイの新車登録台数のメーカー別割合（出所：タイ運輸省陸運局の公表データを基に作成） 
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図６ EV の登録台数（出所：タイ運輸省陸運局の公表データを基に作成） 

 

３．今後の見通しについて 

 自動車市場に限らず、あらゆる産業が中東情勢危機という、非常に大きなインパクトを持ち、且つ不透明な事象

の影響化にある中、今後の情勢を見通すのはかつてなく困難な状況下にあるといえます。 

 そうした中、５月にタイ電気自動車協会及びタイ自動車部品製造業協会など 10 の産業団体が政府に対し、EV

振興 策の見直しを求める緊急提言を提出したことが報道されました。この内容は多岐にわたりますが、主な項目

には「現地調達規制の強化」があり、そこには現在実質ゼロ％となっている中国製 EV の関税を 32%まで上げる

こと、投資優遇措置を受けるための現地調達率要件を 40%から 80%に増やすことが含まれていました。これには 

EV が普及する一方で、タイ国内における雇用創出や経済的メリットが限定的であり、今後この傾向が続くなら、タ

イ国内の産業空洞化が進んでしまうのではないか、というタイ業界団体の危機感が透けて見えます。 

 これに対する政府からの目立った反応は報じられていませんが、こうした中、7 月 23 日に政府が 240 億バーツ

の補助金予算を確保し、最大 8 万台の老朽車を EV に置き換えを目指しているとの発表がありました。注目すべ

き点として、この施策に対してタイ工業連盟のスポークスマンが「部品の大部分を国内で調達した国産 EV を対

象とすべき」と述べたのに対し、政府からも「あらゆるタイプの EV の普及を促進し、同時に国民にも利益をもたら

すことが目標であるべき」との同意のコメントがあったと報じられています。「あらゆるタイプの」という言葉をわざわ

ざ付け足したのには、日本勢が得意としている HV、PHV も念頭に置いての発言とも窺えます。 

 今後の EV 優遇策の方向性として、対象が BEV に限定されず、HV・PHV に拡大されるとともに、タイ国内生

産の条件が厳格化されていけば、長年かけてタイで現地化を進めてきた日系メーカーにとっては明らかに追い風

になるといえます。その一方で中国メーカーも現地化を進めてきており、今年に入ってからは「Chery」のブランド

で知られる新興メーカーの奇瑞汽車が 4 月に工場を稼働。既に工場を持っている BYD、長安汽車、長城汽車、

広州汽車といった大手ブランドも現地調達課を模索しているものと推察され、予断は許しません。 

 現在、タイ政府では EV 化推進の景気浮遊活用と、国内産業保護のバランスに苦慮しつつ、EV3.5 に次ぐ優

遇策を検討しているものと推察されますが、今後示されていくであろう政府の自動車関連施策の方向性がどのよ
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うになるのか、まずはいち早くキャッチすること、そのうえで、国際情勢や景気の動向も踏まえて分析を尽くしてい

くことが、今後を占ううえで重要と言えそうです。 
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